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(57)【要約】
【課題】真の自由落下のみを検出して機器の誤動作を防
止することが可能な自由落下検出方法及び自由落下検出
装置を提供すること。
【解決手段】本発明に係る自由落下検出方法は、機器の
加速度を検出する段階、検出された加速度を時間に対し
て積分する段階、検出された加速度が周期的であるか否
かを判断する段階、検出された加速度が非周期的である
場合、積分値と、自由落下と判断する基準になる第１臨
界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階
、及び検出された加速度が周期的である場合、積分値と
第２臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断す
る段階を含み、第２臨界値は、第１臨界値と相異なる値
であることを特徴とする。検出された加速度が周期的で
あるか否かを判断し、真の自由落下のみを検出すること
により、機器の自由落下誤動作を防止し、ハードディス
クドライブの不要な動作を減少できる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機器の加速度を検出する段階と、
　前記検出された加速度を時間に対して積分する段階と、
　前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断する段階と、
　前記検出された加速度が非周期的である場合、前記積分値と、自由落下と判断する基準
になる第１臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階と、
　前記検出された加速度が周期的である場合、前記積分値と第２臨界値とを比較し、自由
落下であるか否かを判断する段階とを含み、
　前記第２臨界値は、
　前記第１臨界値と相異なる値であることを特徴とする、自由落下検出方法。
【請求項２】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、
　前記検出された加速度に対して周期別に１周期に該当する時間を測定する段階と、
　前記それぞれの周期で測定された時間の間の差が所定の誤差範囲内にある場合、周期的
であると判断する段階とを含むことを特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出方法。
【請求項３】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、
　前記検出された加速度に対して周期別に所定の加速度での間隔を測定する段階と、
　前記測定された間隔と、自由落下と判断する基準になる間隔臨界値とを比較し、周期的
であるか否かを判断する段階とを含むことを特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出
方法。
【請求項４】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、
　前記検出された加速度の周波数頻度を測定する段階と、
　所定の周波数での周波数頻度と所定の基準頻度値とを比較し、周期的であるか否かを判
断する段階とを含むことを特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出方法。
【請求項５】
　前記積分する段階は、
　前記検出された加速度が所定の加速度臨界値より小さい場合、前記検出された加速度を
時間に対して積分する段階であることを特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出方法
。
【請求項６】
　前記検出された加速度が周期的である場合、前記第２臨界値を前記第１臨界値より大き
な値に設定する段階をさらに含むことを特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出方法
。
【請求項７】
　前記積分値と前記第１臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階は、
　前記積分値が前記第１臨界値より大きい場合、自由落下警告を発する段階を含み、
　前記積分値と前記第２臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階は、
　前記積分値が前記第２臨界値より大きい場合、自由落下警告を発する段階を含むことを
特徴とする、請求項１に記載の自由落下検出方法。
【請求項８】
　機器の加速度を検出する加速度センサと、
　前記加速度センサで検出された加速度を積分する積分器と、
　前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断し、前記検出された加速度が非周期
的である場合、前記積分値と、自由落下と判断する基準になる第１臨界値とを比較し、自
由落下であるか否かを判断し、前記検出された加速度が周期的である場合、前記積分値と
第２臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する自由落下判断部とを具備し、
　前記第２臨界値は、
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　前記第１臨界値と相異なる値であることを特徴とする、自由落下検出装置。
【請求項９】
　前記自由落下判断部は、
　前記検出された加速度に対して周期別に１周期に該当する時間を測定し、前記それぞれ
の周期で測定された時間の間の差が所定の誤差範囲内にある場合、周期的であると判断す
る、
　前記検出された加速度に対して周期別に所定の加速度での間隔を測定し、前記測定され
た間隔と、自由落下と判断する基準になる間隔臨界値とを比較し、周期的であるか否かを
判断する、
　又は、前記検出された加速度の周波数頻度を測定し、所定の周波数での周波数頻度と所
定の基準頻度値とを比較し、周期的であるか否かを判断する、ことを特徴とする、請求項
８に記載の自由落下検出装置。
【請求項１０】
　前記積分器は、
　前記検出された加速度が所定の加速度臨界値より小さい場合、前記検出された加速度を
時間に対して積分することを特徴とする、請求項８に記載の自由落下検出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自由落下検出方法に係り、特に検出された加速度が周期的であるか否かを判
断して自由落下か否かを検出する方法、及び該方法を利用する自由落下検出装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　今日、モバイル電話機、ＰＤＡ（Personal Digital Assistance）、デジタルカメラ、
家電電子機器、事務用電子機器のようなモバイル機器が実生活で必需品となっている。こ
れら機器、あるいはそこに装着された保存装置、例えば、ハードディスクドライブ（ＨＤ
Ｄ）は、自由落下衝撃（free fall shock）から保護されねばならない。モバイル機器に
装着されたＨＤＤにおいて、モバイル機器の自由落下を検出することにより、ＨＤＤのヘ
ッドを衝撃から保護することが重要である。
【０００３】
　従来技術では、モバイル機器の加速度が所定時間に所定の臨界値以下に維持される場合
、自由落下と判断し、ヘッドを安全な地域に移動させてヘッドを衝撃から保護している。
すなわち、前記モバイル機器の加速度を測定し、前記測定された加速度が所定時間に所定
の臨界値以下に維持される場合には、前記モバイル機器が自由落下をしていると判断する
のである。モバイル機器に装着されたＨＤＤを保護するために、モバイル機器の自由落下
を検出する技術は、特許文献１などに開示されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３４６８４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記従来技術では、非自由落下運動であるにもかかわらず、前記モバイ
ル機器の動きによる加速度の変化によって、自由落下と判断する場合が発生し得る。例え
ば、ユーザが歩いていたり、または走っている場合のように非自由落下運動を行う場合は
、自由落下ではないので、機器を保護する必要がないにもかかわらず、前記機器の動きに
よる加速度の変化によって自由落下であると誤って判断してしまう場合がある。従って、
上記従来技術による場合、非自由落下であるのにもかかわらず、自由落下と判断してＨＤ
Ｄの不要な動作を誘発し、ユーザは、ＨＤＤの誤動作による不都合を被る問題が生じる。
【０００６】
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　そこで、本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、本発明の目的とするところ
は、真の自由落下のみを検出して機器の誤動作を防止することが可能な新規かつ改良され
た自由落下検出方法、及びこの方法を利用する自由落下検出装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明のある観点によれば、機器の加速度を検出する段階
、前記検出された加速度を時間に対して積分する段階、前記検出された加速度が周期的で
あるか否かを判断する段階、前記検出された加速度が非周期的である場合、前記積分値と
、自由落下と判断する基準になる第１臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断す
る段階、及び前記検出された加速度が周期的である場合、前記積分値と第２臨界値とを比
較し、自由落下であるか否かを判断する段階を含み、前記第２臨界値は、前記第１臨界値
と相異なる値であることを特徴とする自由落下検出方法が提供される。
【０００８】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、前記検出された加速度に対して周期別に１
周期に該当する時間を測定する段階、及び前記それぞれの周期で測定された時間の間の差
が所定の誤差範囲内にある場合、周期的であると判断する段階を含むものであってもよい
。
【０００９】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、前記検出された加速度に対して周期別に所
定の加速度での間隔を測定する段階、及び前記測定された間隔と、自由落下と判断する基
準になる間隔臨界値とを比較し、周期的であるか否かを判断する段階を含むものであって
もよい。
【００１０】
　前記周期的であるか否かを判断する段階は、前記検出された加速度の周波数頻度を測定
する段階、及び所定の周波数での周波数頻度と所定の基準頻度値とを比較し、周期的であ
るか否かを判断する段階を含むものであってもよい。
【００１１】
　前記積分する段階は、前記検出された加速度が所定の加速度臨界値より小さい場合、前
記検出された加速度を時間に対して積分する段階であってもよい。
【００１２】
　前記検出された加速度が周期的である場合、前記第２臨界値を前記第１臨界値より大き
な値に設定する段階をさらに含むものであってもよい。
【００１３】
　前記積分値と前記第１臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階は、前
記積分値が前記第１臨界値より大きい場合、自由落下警告を発する段階を含み、前記積分
値と前記第２臨界値とを比較し、自由落下であるか否かを判断する段階は、前記積分値が
前記第２臨界値より大きい場合、自由落下警告を発する段階を含むものであってもよい。
【００１４】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、機器の加速度を検出す
る加速度センサ、前記加速度センサで検出された加速度を積分する積分器、及び前記検出
された加速度が周期的であるか否かを判断し、前記検出された加速度が非周期的である場
合、前記積分値と、自由落下と判断する基準になる第１臨界値とを比較し、自由落下であ
るか否かを判断し、前記検出された加速度が周期的である場合、前記積分値と第２臨界値
とを比較し、自由落下であるか否かを判断する自由落下判断部を具備し、前記第２臨界値
は、前記第１臨界値と相異なる値であることを特徴とする自由落下検出装置が提供される
。
【００１５】
　前記自由落下判断部は、前記検出された加速度に対して周期別に１周期に該当する時間
を測定し、前記それぞれの周期で測定された時間の間の差が所定の誤差範囲内にある場合
、周期的であると判断する、前記検出された加速度に対して周期別に所定の加速度での間
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隔を測定し、前記測定された間隔と、自由落下と判断する基準になる間隔臨界値とを比較
し、周期的であるか否かを判断する、又は、前記検出された加速度の周波数頻度を測定し
、所定の周波数での周波数頻度と所定の基準頻度値とを比較し、周期的であるか否かを判
断する、ものであってもよい。
【００１６】
　前記積分器は、前記検出された加速度が所定の加速度臨界値より小さい場合、前記検出
された加速度を時間に対して積分するものであってもよい。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、検出された加速度が周期的であるか否かを判断し、真の自由落下のみ
を検出することができるため、機器の自由落下誤動作を防止し、ハードディスクドライブ
の不要な動作を減少させ、ハードディスクドライブの誤動作によるユーザの不都合を確実
に抑えることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１９】
　図１は、本発明の一実施形態に係る自由落下検出装置１００のブロック図である。図１
を参照すれば、自由落下検出装置１００は、加速度センサ１１０、積分器１３０及び自由
落下判断部１５０を具備できる。加速度センサ１１０は、機器の加速度を検出する。積分
器１３０は、前記加速度センサの出力を積分する。すなわち、積分器１３０は、前記検出
された加速度が所定の加速度臨界値ａｔｈより小さい場合、前記検出された加速度を時間
に対して積分できる。加速度臨界値ａｔｈは、一般的に０．５ｇに設定されうるが、加速
度臨界値ａｔｈが必ずしも０．５ｇに限定されるものではなく、必要によっては、他の値
を有することができるのは、当技術分野で当業者には自明な事項である。
【００２０】
　自由落下判断部１５０は、前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断する。前
記検出された加速度が非周期的である場合、自由落下判断部１５０は、前記積分値と、自
由落下と判断する基準になる第１臨界値Ｖｔｈ１とを比較し、自由落下か否かを判断する
。すなわち、前記積分値が第１臨界値Ｖｔｈ１より大きい場合、自由落下警告（free fal
l alarm）を発し、前記積分値が第１臨界値Ｖｔｈ１より小さい場合、自由落下警告を発
しない。
【００２１】
　一方、前記検出された加速度が周期的である場合、自由落下判断部１５０は、前記積分
値と第２臨界値Ｖｔｈ２とを比較し、自由落下か否かを判断する。すなわち、前記積分値
が第２臨界値Ｖｔｈ２より大きい場合、自由落下警告を発し、前記積分値が第２臨界値Ｖ

ｔｈ２より小さい場合、自由落下警告を発しない。第２臨界値Ｖｔｈ２は、第１臨界値Ｖ

ｔｈ１と相異なる値であり、第２臨界値Ｖｔｈ２が第１臨界値Ｖｔｈ１より大きいことが
望ましい。
【００２２】
　図２は、図１の自由落下検出装置１００を利用した自由落下検出方法のフローチャート
である。
【００２３】
　図１及び図２を参照すれば、まず、加速度臨界値ａｔｈ、第１臨界値Ｖｔｈ１及び第２
臨界値Ｖｔｈ２を設定し（Ｓ２１０段階）、臨時変数Ｖｋが０に初期化される（Ｓ２２０
段階）。加速度臨界値ａｔｈ、第１臨界値Ｖｔｈ１及び第２臨界値Ｖｔｈ２は、機器の特
性によって他の値を有することができる。その後、加速度センサ１１０は機器の加速度を
検出し、加速度ベクトル‖ａ‖を算出する（Ｓ２３０段階）。加速度ベクトル‖ａ‖は、



(6) JP 2009-156871 A 2009.7.16

10

20

30

40

50

前記検出された加速度の自乗根で算出したり、または単純な加算によって算出されうる。
加速度ベクトル‖ａ‖を算出することは、当技術分野で当業者には自明な事項であるから
、以下での詳細な説明は省略する。積分器１３０は、加速度ベクトル‖ａ‖が加速度臨界
値ａｔｈより小さい場合（Ｓ２４０段階）、加速度ベクトル‖ａ‖を積分し、前記積分値
は、臨時変数Ｖｋ＋１（ｋは積分演算の順序番号）に保存される（Ｓ２５０段階）。もし
加速度ベクトル‖ａ‖が加速度臨界値ａｔｈより大きい場合には（Ｓ２４０段階）、Ｓ２
２０段階に戻って臨時変数Ｖｋを０に初期化する。
【００２４】
　自由落下判断部１５０は、加速度ベクトル‖ａ‖が周期的であるか否かを判断する（Ｓ
２６０段階）。加速度ベクトル‖ａ‖が周期的であるか否かを判断する方法については、
図４ないし図６でさらに詳細に説明する。加速度ベクトル‖ａ‖が非周期的であると判断
された場合、自由落下判断部１５０は、臨時変数Ｖｋ＋１と第１臨界値Ｖｔｈ１とを比較
する（Ｓ２７０段階）。すなわち、自由落下判断部１５０は、臨時変数Ｖｋ＋１が第１臨
界値Ｖｔｈ１より大きい場合、自由落下警告を発し（Ｓ２９０段階）、臨時変数Ｖｋ＋１

が第１臨界値Ｖｔｈ１より小さい場合、Ｓ２２０段階に戻って臨時変数Ｖｋを０に初期化
する。
【００２５】
　加速度ベクトル‖ａ‖が周期的であると判断された場合、自由落下判断部１５０は、臨
時変数Ｖｋ＋１と第２臨界値Ｖｔｈ２とを比較する（Ｓ２８０段階）。すなわち、自由落
下判断部１５０は、臨時変数Ｖｋ＋１が第２臨界値Ｖｔｈ２より大きい場合、自由落下警
告を発し（Ｓ２９０段階）、臨時変数Ｖｋ＋１が第２臨界値Ｖｔｈ２より小さい場合、Ｓ
２２０段階に戻って臨時変数Ｖｋを０に初期化する。
【００２６】
　従って本発明は、機器の検出された加速度が周期的である場合、自由落下と判断できる
基準になる臨界値の範囲を第１臨界値Ｖｔｈ１から第２臨界値Ｖｔｈ２に拡張し、非自由
落下運動を行っているにもかかわらず、自由落下運動を行っていると誤って判断して誤動
作する場合を最小化できる。
【００２７】
　図３は、第１臨界値Ｖｔｈ１と第２臨界値Ｖｔｈ２とによって自由落下と判断する場合
について説明するためのグラフである。
【００２８】
　図３を参照すれば、自由落下である場合に相対的に高い積分値の頻度が多く、非自由落
下である場合に相対的に低い積分値の頻度が多いということが分かる。図３に図示されて
いるように、第１臨界値Ｖｔｈ１を設定した場合、斜線部分の場合に非自由落下にもかか
わらず、自由落下と判断されうる。従って本発明では、前記検出された加速度が周期的で
ある場合に非自由落下と判断するように、自由落下を判断する基準になる臨界値を、第１
臨界値Ｖｔｈ１から第２臨界値Ｖｔｈ２に変更し、前記斜線部分に該当する場合に自由落
下と判断しないようにする。
【００２９】
　図４は、前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断する一実施形態について説
明するための図面である。
【００３０】
　図２及び図４を参照すれば、加速度ベクトル‖ａ‖について周期別に１周期に該当する
時間を測定し、それぞれの周期で測定された時間の間の差を比較し、周期的であるか否か
を判断できる。例えば、図４の場合、加速度ベクトル‖ａ‖が２ｇである場合、１周期に
該当する時間を判断する場合を仮定する。最初の周期では、加速度ベクトル‖ａ‖の値が
２ｇとなるのがｔ１とｔ２とで測定される。従って、最初の周期で測定された時間は、Δ
Ｘ１になる。２番目の周期では、加速度ベクトル‖ａ‖の値が２ｇとなるのがｔ２とｔ３
とで測定される。従って、２番目の周期で測定された時間は、ΔＸ２となる。２回の周期
で測定された時間を比較し、周期的であるか否かを判断する場合、ΔＸ１とΔＸ２とを比
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較し、ΔＸ１とΔＸ２との差が所定の誤差範囲内にある場合に周期的であると判断し、前
記誤差範囲外にある場合に非周期的であると判断する。すなわち、ΔＸ１とΔＸ２との差
が前記誤差範囲内にある場合に周期的であると判断し、前記積分値と第２臨界値Ｖｔｈ２

とを比較し、自由落下であるか否かを判断する。図４では、加速度ベクトル‖ａ‖が２ｇ
である場合を測定したが、他の値である場合を測定しても１周期に該当する時間を測定で
きるので、本発明と同じ効果を得ることができるということは、当技術分野で当業者には
自明な事項である。また、図４の場合、２回の周期で測定された時間を比較したが、他の
回数の周期で測定された時間を比較し、さらに正確に周期的であるか否かを判断しても、
本発明と同じ効果を得ることができるということも当技術分野で当業者には自明な事項で
ある。
【００３１】
　図５は、前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断する他の一実施形態につい
て説明するための図面である。
【００３２】
　図６は、自由落下の場合、時速７ｋｍで走る場合、及び時速１０ｋｍで走る場合に、加
速度別の間隔を図示したグラフである。
【００３３】
　図２、図５及び図６を参照すれば、加速度ベクトル‖ａ‖に対して周期別に所定の加速
度での間隔を測定し、前記測定された間隔と、自由落下と判断する基準になる間隔臨界値
とを比較し、周期的であるか否かを判断できる。例えば、図５の場合、加速度ベクトル‖
ａ‖が２ｇである場合の間隔を測定する。最初の周期では、２ｇである値がｔ１とｔ２と
で測定される。従って、最初の周期で測定された間隔はΔＸ１になり、前記間隔臨界値と
ΔＸ１とを比較し、周期的であるか否かを判断する。２番目の周期では、２ｇである値が
ｔ３とｔ４とで測定される。従って、２番目の周期で測定された間隔はΔＸ２になり、前
記間隔臨界値とΔＸ２とを比較し、周期的であるか否かを判断する。３番目の周期では、
２ｇである値がｔ５とｔ６とで測定される。従って、３番目の周期で測定された間隔はΔ
Ｘ３になり、前記間隔臨界値とΔＸ３とを比較し、周期的であるか否かを判断する。
【００３４】
　図６では、２ｇで前記間隔臨界値を２０［ｍｓ］とすることができる。すなわち、前記
加速度ベクトル‖ａ‖が２ｇであるときに間隔を測定すれば、自由落下である場合に間隔
は１０［ｍｓ］ほどになり、周期的に機器が動く場合（７［ｋｍ／ｈ］で走る場合、また
は１０［ｋｍ／ｈ］で走る場合）、間隔は３０［ｍｓ］から４０［ｍｓ］の間となる。例
えば、図５の場合が７［ｋｍ／ｈ］で走る場合ならば、ΔＸ１はほぼ３０［ｍｓ］ほどと
なる。従って、前記間隔臨界値を２０［ｍｓ］とする場合、前記２ｇの加速度で測定した
間隔が２０［ｍｓ］以上であるならば周期的であると判断し、２０［ｍｓ］以下であるな
らば非周期的であると判断する。
【００３５】
　図４でのように図５では、加速度ベクトル‖ａ‖が２ｇである場合を測定したが、他の
値である場合を測定しても、前記加速度間隔を測定できるので、本発明と同じ効果を得る
ことができることは、当技術分野で当業者には自明な事項である。
【００３６】
　図７は、前記検出された加速度が周期的であるか否かを判断するさらに他の一実施形態
について説明するための図面である。
【００３７】
　図２及び図７を参照すれば、前記検出された加速度の周波数を利用し、前記検出された
加速度が周期的であるか否かを判断できる。図７は、前記検出された加速度の周波数頻度
を図示したグラフである。図７を参照すれば、非自由落下を行う場合、前記検出された加
速度の周波数は低周波が多く、自由落下を行う場合、前記検出された加速度の周波数は高
周波が多い。例えば、１０［Ｈｚ］での周波数頻度と基準頻度値Ｎｔｈとを比較する場合
、非自由落下を行う場合には、前記周波数頻度が基準頻度値Ｎｔｈより高く、自由落下を
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行う場合には、前記周波数頻度が基準頻度値Ｎｔｈより低い。従って１０［Ｈｚ］で、前
記周波数頻度と基準頻度値Ｎｔｈとを比較することにより、前記検出された加速度が周期
的であるか否かを判断できる。
【００３８】
　また他の例で、１００［Ｈｚ］での周波数頻度と基準頻度値Ｎｔｈとを比較する場合、
非自由落下を行う場合には、前記周波数頻度が基準頻度値Ｎｔｈより低く、自由落下を行
う場合には、前記周波数頻度が基準頻度値Ｎｔｈより高い。従って１００［Ｈｚ］で、前
記周波数頻度と基準頻度値Ｎｔｈとを比較することにより、前記検出された加速度が周期
的であるか否かを判断できる。図７では、１０［Ｈｚ］と１００［Ｈｚ］との基準で使用
したが、必要によっては、他の周波数を基準として使用したり、または基準頻度値Ｎｔｈ

を他の値でもって使用しても、本発明と同じ効果を得ることができることは、当技術分野
で当業者には自明な事項である。
【００３９】
　以上のように、図面と明細書とで最適の実施形態が開示された。ここで、特定の用語を
使用したが、それらは単に本発明について説明するための目的で使われたものであり、意
味限定や、特許請求の範囲に記載された本発明の範囲を制限するために使用したものでは
ない。従って、本技術分野の当業者ならば、それらから多様な変形及び均等な他実施形態
が可能であるという点を理解することができるであろう。従って、本発明の真の技術的保
護範囲は、特許請求の範囲の技術的思想によってのみ決まるのである。
【００４０】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は
係る例に限定されないことは言うまでもない。当業者であれば、特許請求の範囲に記載さ
れた範疇内において、各種の変更例または修正例に想到し得ることは明らかであり、それ
らについても当然に本発明の技術的範囲に属するものと了解される。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　本発明の自由落下検出方法及び該方法を利用する自由落下検出装置は、例えば、携帯電
子機器関連の技術分野に効果的に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】本発明の実施形態による自由落下検出装置のブロック図である。
【図２】図１の自由落下検出装置を利用した自由落下検出方法のフローチャートである。
【図３】第１臨界値と第２臨界値とによって自由落下と判断する場合について説明するた
めのグラフである。
【図４】検出された加速度が周期的であるか否かを判断する一実施形態について説明する
ための図面である。
【図５】検出された加速度が周期的であるか否かを判断する他の一実施形態について説明
するための図面である。
【図６】自由落下である場合、時速７ｋｍで走る場合、及び時速１０ｋｍで走る場合、加
速度別の間隔を図示したグラフである。
【図７】検出された加速度が周期的であるか否かを判断するさらに他の一実施形態につい
て説明するための図面である。
【符号の説明】
【００４３】
　１００　　自由落下検出装置
　１１０　　加速度センサ
　１３０　　積分器
　１５０　　自由落下判断部
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